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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第50期中及び第50期は１株当たり中間(当期)純損失であり潜在
株式が存在しないため、また、第49期中、第49期及び第51期中は潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  ３ 第51期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の
部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

回次 第49期中 第50期中 第51期中 第49期 第50期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 1,127,890 880,102 1,451,382 2,228,281 2,037,858 

経常利益又は     
経常損失(△) 

(千円) 24,173 △96,351 50,764 53,644 △47,330

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(千円) 17,540 △96,794 37,509 49,220 △292,420

純資産額 (千円) 1,095,710 1,525,041 1,358,428 1,130,096 1,342,746 

総資産額 (千円) 2,972,234 3,565,916 3,523,971 2,897,806 3,260,347 

１株当たり純資産額 (円) 120.23 110.92 98.81 124.00 97.66 

１株当たり 
中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(円) 1.92 △8.73 2.73 5.40 △23.55

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 36.9 42.8 38.5 39.0 41.2 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △168,662 15,511 7,923 △72,706 76,626

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △8,630 △30,950 △60,525 △2,882 △161,858

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 28,366 655,648 8,320 14,729 522,776

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 152,372 880,648 633,702 240,440 677,984

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
86 
(10)

90
(10)

92
(9)

86 
(9)

90
(10)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第50期中及び第50期は１株当たり中間(当期)純損失であり潜在

株式が存在しないため、また、第49期中、第49期及び第51期中は潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 第51期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

回次 第49期中 第50期中 第51期中 第49期 第50期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 955,735 824,721 1,397,962 1,963,836 1,863,341 

経常利益又は     
経常損失(△) 

(千円) 8,488 △54,085 72,614 28,240 △18,994

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(千円) 2,088 △98,295 59,592 24,282 △345,767

資本金 (千円) 1,000,000 1,245,708 1,245,708 1,000,000 1,245,708 

発行済株式総数 (株) 9,115,152 13,751,152 13,751,152 9,115,152 13,751,152 

純資産額 (千円) 1,150,996 1,569,340 1,372,963 1,175,896 1,335,199 

総資産額 (千円) 2,991,674 3,577,356 3,498,877 2,906,386 3,222,151 

１株当たり純資産額 (円) 126.30 114.14 99.86 129.03 97.11 

１株当たり 
中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(円) 0.23 △8.86 4.33 2.66 △27.85

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 38.5 43.9 39.2 40.5 41.4 

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
68 
(4)

73
(5)

74
(5)

69 
(4)

73
(5)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更は

ありません。 

また、関係会社についても異動はありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、関係会社の異動はありません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間における平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社における状況 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除く）であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間における平均雇用人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合との間に、特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

計測関連事業 53(5) 

システム関連事業 33(4) 

全社(共通) 6(-) 

合計 92(9) 

従業員数（名） 74(5) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、外需、内需ともに円安を背景に好調に推移し、特に内需は好調な企業業績

に支えられた景気拡大が続いており、企業の設備投資も中小企業にすそ野が広がりはじめていること、また、個人

消費も雇用改善の顕著な動きが出始めていることなどから原油高の影響はあるものの、この景気は今後もしばらく

は緩やかながら持続するものと思われます。 

このような状況下、電機業界におきましては、薄型テレビ、携帯電話に代表されるIT（情報技術）関連はもとよ

り白モノ家電なども高付加価値商品を中心に販売台数を伸ばしていることと、産業用システムも納期短縮の求めに

応じた設備投資の復活で投資に拍車をかけている模様で概ね景気は順調に推移している様に見受けられますが、一

方では製品単価の下落や原材料の高値から販売高の伸び悩みや更なるコスト低減ならびに、今後の景気動向により

ましては在庫の適正化などが懸念される状況であると思われます。 

   当社グループにおきましては、主力でありますデバイスプログラマの売上はオートハンドラ初の輸出が成約、実績

を作ることが出来ましたが前中間連結会計期間に比べほぼ横ばいの売上にとどまりました。           

しかしながら、ＦＰＤ画質検査装置の納品が前倒しとなり当中間連結会計期間内に売上が全て計上できたこと、な

らびに、タッチデータも金融端末機器向け小型タッチパネルが好調で前年同期を上回る出荷ができたことに加え、比

較的に単価の高い大型ＰＤＰ（プラズマ ディスプレイ パネル）対応のタッチパネルが大きく出荷を伸ばし、大幅

な売上増加となりました。これらの結果、グループ全体の売上高は前中間連結会計期間に比べ大幅な増収となりまし

た。 

当中間連結会計期間の業績は、売上高1,451百万円と前年同期と比べ571百万円（64.9％）の増収、営業利益は69

百万円と前年同期と比べ128百万円の増益、経常利益は50百万円と前年同期と比べ147百万円の増益、中間純利益は

37百万円と前年同期と比べ134百万円の大幅な増益となりました。 

  

セグメント別の業績につきましては、次のとおりであります。 

①計測関連事業部門 

本部門は、主力のデバイスプログラマ製品はコストパフォーマンスに優れた「Ｍodel 1950」はじめ他のプログ

ラマ本体の売上も順調に推移し、またオートハンドラも初の輸出売上がありましたが、プログラマ付属品のアダ

プタ類の売上が伸び悩みました結果、前年同期比ではほぼ横ばいの売上となりました。ＦＰＤ画質検査装置は当

初上半期後半から下半期にかけて納入を予定しておりましたが計画が前倒しとなり上半期に全て納入が完了いた

しましたことから大幅な売上増となりました。これらの結果、当部門の売上高は809百万円（前年同期比45.4％

増）と大幅な増収となりました。 

  

 



  

②システム関連事業部門 

本部門は、タッチデータ製品が金融端末向け小型タッチパネルおよび大型ＰＤＰ用タッチパネルともに売上を

大きく伸ばしました。特に小型タッチパネルは東アジア向け輸出が好調に推移したとともに、国内向けも計画を

大幅に上回ることができました。または大型ＰＤＰ用タッチパネルも複数の大手電気メーカ向け出荷が大きく伸

びたことから売上は前年同期比でほぼ倍増いたしました。ドライブシミュレータ製品は来年度に道路交通法の改

正施行が予定されておりますことから、買い控え空気が強くこの上半期の売上は不振となり計画を下回りまし

た。これらの結果、当部門の売上高は641百万円（前年同期比98.5％増）と大幅な増収となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下、資金という)は、前連結会計年度末に比べ44百万円減

少し、633百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動におけるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益40百万円に加え、仕入債務の増加222百万

円の増加要因がありましたが、売上債権の増加248百万円、たな卸資産の増加71百万円等の減少要因がありまし

たため、前年同期に比べ7百万円減少し、7百万円の収入となりました。 

    （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動におけるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出18百万円、定期預金の預入による支

出53百万円等により、60百万円の支出となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)  

財務活動におけるキャッシュ・フローは、社債の発行による収入194百万円がありましたものの、短期借入金

の減少101百万円、長期借入金の返済64百万円ならびに社債の償還による支出20百万円がありましたため、8百万

円の収入となりました。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントごとの生産実績は、次のとおりであります。 
  

（注）上記の金額は、販売価格によって表示しており、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントごとの受注実績は、次のとおりであります。 
  

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントごとの販売実績は次のとおりであります。 
  

（注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に

対する割合は次のとおりであります。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円) 前年同期比(％) 

計測関連事業 853,664 133.8 

システム関連事業 683,732 167.9 

合計 1,537,397 147.1 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％) 

計測関連事業 653,812 87.4 200,621 61.5 

システム関連事業 906,363 215.8 444,506 326.0 

合計 1,560,175 133.5 645,127 139.5 

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前年同期比(％) 

計測関連事業 809,646 145.4 

システム関連事業 641,735 198.5 

合計 1,451,382 164.9 

  
  

相手先 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

  金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

  

HI-TEK INTERNATIONAL INC. 

  

74,359 

  

  

8.4 

  

273,484 

  

  

18.8 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じ

た課題はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは顧客ニーズに応える最先端の製品を市場に供給するために研究開発を経営の最重要事項と位

置づけ、開発効率をより一層高めるため、開発スタッフの強化と開発投資を継続的に行っております。 

① 計測関連事業では、ＤＲＡＭ試験装置の開発技術を応用したカスタマイズテストシステム、ならびに人による目

視検査にかわってディスプレイの画素単位の欠陥、むら・染みに至るまでの広範囲な検査を行うことができるＦＰ

Ｄ画質検査装置の開発を行っております。 

また、フラッシュメモリデバイス等へデータを高速かつ高精度で移植するための高性能なデバイスプログラ

マおよびプログラマ用アダプタならびに各種デバイスをプログラマに自動挿入するオートハンドラ等のプログ

ラマ関連周辺機器の開発を行っております。 

② システム関連事業では、光学素子を応用したタッチデータユニット、タッチデータを組み込んだマイコン応用

システム、タッチデータ用ドライバソフトならびにアプリケーションソフトの開発を行っております。また、子

会社においては、ドライブシミュレータ用グラフィックプロセッサおよびそのアプリケーションソフトの開発を

行っております。 

なお、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は、72百万円となっており、計測関連事業で57百万円、システ

ム関連事業で14百万円であります。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

前連結会計年度末に群馬県高崎市に建設中でありました一階建多目的倉庫が、平成18年５月に完成しました。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前連結会計年度末において重要な設備の新設、除却等の計画はなく、当中間連結会計期間において新たに確定した

重要な設備の新設、除却等の計画もありません。 

  

 事業所名 
(所在地) 

セグメントの名称 設備の内容 投資額 完了年月 

倉賀野工場 

(群馬県高崎市) 

計測関連事業 

システム関連事業 

生産設備 

その他設備 
25百万円 平成18年5月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 25,000,000 

計 25,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月18日)

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 13,751,152 13,751,152 ジャスダック証券取引所 ― 

計 13,751,152 13,751,152 ― ― 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(注)   資本準備金の減少は欠損填補によるものであります。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 (注)  所有株式数は千株未満を切り捨てて記載しております。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成18年６月29日 ― 13,751,152 ― 1,245,708 △463,309 1,277

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

JAIC-PE1号投資事業有限責任組
合 

東京都千代田区永田町２丁目13-５ 4,636 33.71

ウインテスト株式会社 神奈川県横浜市西区北幸１丁目11-15 1,546 11.24 

遠 藤  窮 神奈川県横浜市青葉区 1,050 7.63 

遠 藤 直 行 東京都世田谷区 564 4.10 

遠 藤 澄 江 神奈川県横浜市青葉区 350 2.54 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１-５ 297 2.15 

ミナトエレクトロニクス 
従業員持株会 

神奈川県横浜市都筑区南山田町4105 184 1.33

若 木  剛 徳島県鳴門市 172 1.25 

塩 川 美惠子 神奈川県横須賀市 159 1.15 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１-２ 136 0.99 

計 ― 9,095 66.14 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が19,000株(議決権19個)含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式911株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 
普通株式     2,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 13,727,000 13,727 ― 

単元未満株式 普通株式     22,152 ― １単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数           13,751,152 ― ― 

総株主の議決権 ― 13,727 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
ミナトエレクトロニクス 
株式会社 

神奈川県横浜市都筑区南山
田町4105 

2,000 ― 2,000 0.01

計 ― 2,000 ― 2,000 0.01 



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 230 242 215 192 191 183 

最低(円) 192 176 158 160 162 161 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間連結財務諸表規則に基

づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

いて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで)及び当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で)の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日現在) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日現在) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日現在) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

１ 現金及び預金     927,665   725,309    727,402  

２ 受取手形及び売掛金 ※５   561,359   775,792    527,546  

３ たな卸資産     757,167   627,898    555,974  

４ その他 ※４   44,978   19,695    38,987  

貸倒引当金     △160   △1,203    △753  

流動資産合計     2,291,011 64.2  2,147,492 60.9   1,849,157 56.7

Ⅱ 固定資産                

１ 有形固定資産 ※１              

(1) 建物及び構築物 ※３   266,722   283,987    267,285  

(2) 機械装置 
  及び運搬具    16,934 19,815    16,610 

(3) 土地 ※３   805,788   805,788    805,788  

(4) 建設仮勘定     －   －    17,872  

(5) その他     41,157   72,734    79,893  

有形固定資産合計     1,130,601 31.7  1,182,325 33.6   1,187,449 36.4

２ 無形固定資産     4,519 0.1  5,014 0.1   5,001 0.2

３ 投資その他の資産                

(1) 投資有価証券     102,544   151,742    175,505  

(2) 長期貸付金     5,125   1,775    4,500  

(3) 破産更生債権等     －   52,214    52,200  

(4) その他     32,948   29,027    30,152  

貸倒引当金     △833   △45,620    △43,620  

投資その他の資産 
合計    139,783 4.0 189,138 5.4   218,738 6.7

固定資産合計     1,274,904 35.8  1,376,478 39.1   1,411,189 43.3

 資産合計     3,565,916 100.0  3,523,971 100.0   3,260,347 100.0

           



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日現在) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日現在) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日現在) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

１ 支払手形及び買掛金 ※５   437,325   651,529    429,162  

２ 短期借入金 ※３   352,464   73,024    191,904  

３ 一年以内償還予定の
社債    40,000 60,000   40,000 

４ 未払法人税等     5,898   6,419    10,073  

５ 賞与引当金     36,313   36,975    34,171  

６ 製品保証引当金     8,000   9,000    9,000  

７ その他 ※４   45,409   59,497    44,589  

流動負債合計     925,411 25.9  896,445 25.5   758,901 23.3

Ⅱ 固定負債                

１ 社債     630,000   770,000    610,000  

２ 長期借入金 ※３   315,576   315,802    363,264  

３ 退職給付引当金     29,156   37,696    35,592  

４ 繰延税金負債     15,523   20,392    24,635  

５ 再評価に係る 
繰延税金負債    125,206 125,206   125,206 

固定負債合計     1,115,462 31.3  1,269,097 36.0   1,158,698 35.5

負債合計     2,040,874 57.2  2,165,542 61.5   1,917,600 58.8

                 

(少数株主持分)                

少数株主持分     ― ―  ― ―   ― ―

                 

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     1,245,708 34.9  ― ―   1,245,708 38.2

Ⅱ 資本剰余金     464,586 13.0  ― ―   464,586 14.3

Ⅲ 利益剰余金     △260,135 △7.3  ― ―   △455,761 △14.0

Ⅳ 土地再評価差額金     52,473 1.5  ― ―   52,473 1.6

Ⅴ その他有価証券 
評価差額金    22,711 0.7 ― ―   36,042 1.1

Ⅵ 自己株式     △302 △0.0  ― ―   △302 △0.0

資本合計     1,525,041 42.8  ― ―   1,342,746 41.2

負債、少数株主持分 
及び資本合計    3,565,916 100.0 ― ―   3,260,347 100.0

           



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日現在) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日現在) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日現在) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(純資産の部)                

Ⅰ 株主資本                

１ 資本金     ― ―  1,245,708 35.3   ― ―

２ 資本剰余金     ― ―  1,277 0.1   ― ―

３ 利益剰余金     ― ―  45,056 1.3   ― ―

４ 自己株式     ― ―  △437 △0.0   ― ―

株主資本合計     ― ―  1,291,604 36.7   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等                

１ その他有価証券 
  評価差額金    ― ― 14,350 0.3   ― ―

２ 土地再評価差額金     ― ―  52,473 1.5   ― ―

評価・換算差額等 
合計    ― ― 66,823 1.8   ― ―

純資産合計     ― ―  1,358,428 38.5   ― ―

負債・純資産合計     ― ―  3,523,971 100.0   ― ―

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     880,102 100.0  1,451,382 100.0   2,037,858 100.0

Ⅱ 売上原価     633,658 72.0  1,075,550 74.1   1,425,670 70.0

   売上総利益     246,443 28.0  375,832 25.9   612,187 30.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   305,461 34.7  306,080 21.1   607,426 29.8

   営業利益 
又は営業損失（△）    △59,017 △6.7 69,751 4.8   4,760 0.2

Ⅳ 営業外収益                

 １ 受取利息   389    380   802    

 ２ 受取配当金   430    521   619    

 ３ 賃貸料   1,235    1,274   2,697    

 ４ 原材料売却益   ―    1,485   ―    

 ５ その他   2,756 4,812 0.6 3,195 6,857 0.5 4,765 8,885 0.5

Ⅴ 営業外費用                

 １ 支払利息   14,923    12,123   27,694    

２ 手形売却損   ―    803   1,561    

３ 社債発行費償却   6,740    5,202   6,740    

 ３ 新株発行費償却   15,262    ―   15,262    

 ４ 社債保証料   ―    5,308   9,172    

 ５ その他   5,220 42,146 4.8 2,407 25,844 1.8 545 60,975 3.0

   経常利益 
又は経常損失（△）    △96,351 △10.9 50,764 3.5   △47,330 △2.3

Ⅵ 特別利益                

   投資有価証券売却益   2,690 2,690 0.3 ― ― ― 3,986 3,986 0.2

Ⅶ 特別損失                

   貸倒引当金繰入額   ―    ―   43,600    

   たな卸資産評価損   ―    ―   195,960    

   固定資産除却損   ―    ―   3,250    

   役員退職慰労金   ― ― ― 10,100 10,100 0.7 ― 242,811 11.9

税金等調整前中間純利益又
は税金等調整前中間(当期)
純損失(△) 

   △93,661 △10.6 40,664 2.8   △286,154 △14.0

法人税、住民税及び事業税     3,133 0.4  3,155 0.2   6,266 0.3

中間純利益 
又は中間(当期)純損失(△) 

   △96,794 △11.0 37,509 2.6   △292,420 △14.3

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

   

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     223,514   223,514 

Ⅱ 資本剰余金増加高           

  増資による新株式の発行   241,072 241,072 241,072 241,072 

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末)残高     464,586   464,586 

（利益剰余金の部）           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     △163,341   △163,341 

Ⅱ 利益剰余金減少高           

中間(当期)純損失   96,794 96,794 292,420 292,420 

Ⅲ 利益剰余金中間期末(期末)残高     △260,135   △455,761 

       



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(千円) 1,245,708 464,586 △455,761 △302 1,254,230 

中間連結会計期間中の変動額           

 欠損填補   △463,309 463,309   ― 

 中間純利益     37,509   37,509 

 自己株式の取得       △135 △135 

株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額（純額） 
        ― 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) 

― △463,309 500,818 △135 37,374 

平成18年９月30日残高(千円) 1,245,708 1,277 45,056 △437 1,291,604 

  

評価・換算差額等 

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

土地再評価 
差額金 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 36,042 52,473 88,516 1,342,746 

中間連結会計期間中の変動額         

 中間純利益       37,509 

 自己株式の取得       △135 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △21,692 ― △21,692 △21,692 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) △21,692 ― △21,692 15,681 

平成18年９月30日残高(千円) 14,350 52,473 66,823 1,358,428 



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

１ 税金等調整前中間純利益又は税金

等調整前中間(当期)純損失（△） 
  △93,661 40,664 △286,154

２ 減価償却費   15,762 23,851 35,189 

３ 貸倒引当金の増減額   △614 2,449 42,764

４ 賞与引当金の増減額   3,822 2,803 1,680 

５ 製品保証引当金の増減額   ― ― 1,000 

６ 退職給付引当金の増減額   7,596 2,103 14,032 

７ 受取利息及び受取配当金   △820 △ 902 △1,421 

８ 有形固定資産除却損   ― ― 3,250 

９ 支払利息   14,923 12,123 27,694

10 投資有価証券売却益   △2,690 － △3,986 

11 売上債権の増減額   105,804 △ 248,245 139,617 

12 たな卸資産の増減額   △134,985 △ 71,923 66,206

13 仕入債務の増減額   84,794 222,366 76,630 

14 その他   35,789 39,582 △8,867

   小計   35,720 24,874 107,636 

15 利息及び配当金の受取額   503 1,160 1,475 

16 利息の支払額   △14,355 △ 11,813 △26,642 

17 法人税等の支払額   △6,357 △ 6,297 △5,844 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  15,511 7,923 76,626



  

  

次へ 

    
前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

１ 定期預金の預入による支出   △4,007 △53,808 △13,009 

２ 定期預金の払戻による収入   6,603 11,619 13,204 

３ 投資有価証券の取得による支出   △34,289 △ 2,172 △86,402 

４ 投資有価証券の売却による収入   5,990 ― 8,882 

５ 有形固定資産の取得による支出   △6,071 △18,595 △85,212 

６ 有形固定資産の売却による収入   200 ― 200 

７ 無形固定資産の取得による支出   ― △294 △770 

８ 貸付金の回収による収入   625 2,725 1,250 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △30,950 △ 60,525 △161,858

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

１ 短期借入金純増減額   △21,700 △ 101,800 △ 193,700 

２ 長期借入れによる収入   50,000 ― 158,000 

３ 長期借入金の返済による支出   △37,372 △ 64,542 △ 86,244 

４ 社債の発行による収入   193,260 194,798 193,260 

５ 社債の償還による支出   ― △ 20,000 △ 20,000 

６ 株式の発行による収入   471,517 ― 471,517 

７ 自己株式の取得による支出   △57 △ 135 △57 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  655,648 8,320 522,776

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額   640,208 △ 44,281 437,544 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   240,440 677,984 240,440 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

  880,648 633,702 677,984

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社の数 ２社 

  連結子会社は、タスク

ネット㈱、および高崎

アトム工業㈱でありま

す。 

(2) 非連結子会社 

  非連結子会社はありま

せん。 

(1) 連結子会社の数 ２社 

同左 

  

  

  

(2) 非連結子会社 

同左 

  

(1) 連結子会社の数 ２社 

同左 

  

  

  

(2) 非連結子会社 

同左 

  

２ 持分法の適用に関

する事項 

関連会社はありません。 同左 

  

同左 

  

３ 連結子会社の中間

決算日および決算

日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と一致

しております。 

同左 

  

連結子会社の決算日は、連

結決算日と一致しておりま

す。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 有価証券の評価基準及

び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算末日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は、全

部資本直入法により

処理し、売却原価は

総平均法により算

定) 

時価のないもの 

総平均法による原価

法 

(1) 有価証券の評価基準及

び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算末日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は、全

部純資産直入法によ

り処理し、売却原価

は総平均法により算

定) 

時価のないもの 

総平均法による原価法 

  

(1) 有価証券の評価基準及

び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は、全部

資本直入法により処

理し、売却原価は総

平均法により算定) 

  

時価のないもの 

総平均法による原価

法 

  (2) たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

製品・仕掛品 

…個別法による原

価法 

原材料 

…移動平均法によ

る原価法 

貯蔵品 

…最終仕入原価法

による原価法 

(2) たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

同左 

  

(2) たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

同左 

  



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (3) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

有形固定資産 定率法 

なお、耐用年数及び残

存価額については、法

人税法に規定する方法

と同一の基準を採用し

ております。 

無形固定資産 定額法 

ただし、ソフトウェア

(自社利用分)について

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法 

(3) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

有形固定資産 定率法 

同左 

  

  

  

  

無形固定資産 定額法 

同左 

  

(3) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

有形固定資産 定率法 

同左 

  

  

  

  

無形固定資産 定額法 

同左 

  

  (4) 重要な繰延資産の処理

方法 

  社債発行費及び新株発

行費は、支出時に全額

費用として処理してお

ります。 

(4) 重要な繰延資産の処理

方法 

社債発行費は、支出時

に全額費用として処理

しております。 

(4) 重要な繰延資産の処理

方法 

社債発行費及び新株発

行費は、支出時に全額

費用として処理してお

ります。 

  (5) 重要な引当金の計上基

準 

 (イ)貸倒引当金 

債権の貸倒による損

失に備えるため、一

般債権については貸

倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の

債権については個別

に回収可能性を検討

し、回収不能見込額

を計上しておりま

す。 

(5) 重要な引当金の計上基

準 

 (イ)貸倒引当金 

同左 

  

(5) 重要な引当金の計上基

準 

 (イ)貸倒引当金 

同左 

  

   (ロ)賞与引当金 

従業員賞与の支給に

備えるため、実支給

見込額を計上してお

ります。 

 (ロ)賞与引当金 

同左 

  

 (ロ)賞与引当金 

同左 

  

   (ハ)製品保証引当金 

製品のアフターサー

ビス費用に備えるた

め、過去の実績額を

基準として所要見込

額を計上しておりま

す。 

 (ハ)製品保証引当金 

同左 

  

 (ハ)製品保証引当金 

同左 

  

   (ニ)退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当中間

連結会計期間末にお

ける退職給付債務か

ら中小企業退職金共

済制度における給付

相当額を控除した額

を計上しておりま

す。 

 (ニ)退職給付引当金 

同左 

  

 (ニ)退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務から中

小企業退職金共済制

度における給付相当

額を控除した額を計

上しております。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (6) 重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンスリース取引に

ついては、通常の賃貸

借取引に係る方法に準

じた会計処理によって

おります。 

(6) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  

(6) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  

  (7) 重要なヘッジ会計の方

法 

 (イ)ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについて

は、特例処理の要件を

満たしておりますの

で、特例処理を採用し

ております。 

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ

対象 

 （ヘッジ手段）金利スワ

ップ 

 （ヘッジ対象）借入金の

利息 

(ハ)ヘッジ方針 

 金利関連デリバティブ取

引は借入金利をヘッジ

し将来の支払利息を確

定させるための取引で

あり、実質的に固定金

利建借入金と同じ効果

を得る目的でのみ行っ

ております。 

 (ニ)ヘッジの有効性評価

の方法 

金利スワップについて

は、特例処理の要件を

満たしておりますの

で、有効性の評価を省

略しております。 

(7) 重要なヘッジ会計の方

法 

     同左 

(7) 重要なヘッジ会計の方

法 

同左 

  

  (8) その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費

税の会計処理は税抜方

式によっております。 

(8) その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

  

(8) その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

  



  

  

会 計 処 理 の 変 更 

  
表示方法の変更 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、要求払預金及び

取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっ

ております。 

同左 

  

連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日

の到来する流動性の高い、

容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっており

ます。 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 
当中間連結会計期間から「固定
資産の減損に係る会計基準」
（「固定資産の減損に係る会計基
準の設定に関する意見書」（企業
会計審議会  平成 14 年８月９
日））及び「固定資産の減損に係
る会計基準の適用指針」（企業会
計基準委員会 平成15年10月31日 
企業会計基準適用指針第６号）を
適用しております。 
これによる損益に与える影響はあ
りません。 
  
―――――――― 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
―――――――― 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

（貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準等） 
当中間連結会計期間から「貸借
対照表の純資産の部の表示に関す
る会計基準」（企業会計基準委員
会 平成17年12月９日 企業会計
基準第５号）及び「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基
準等の適用指針」（企業会計基準
委員会 平成17年12月９日 企業
会計基準適用指針第８号）を適用
しております。 
これによる損益に与える影響は
ありません。 
従来の「資本の部」の合計に相

当する金額は1,358,428千円であり
ます。 
中間連結財務諸表規則の改正に
より、当中間連結会計期間におけ
る中間連結財務諸表は、改正後の
中間連結財務諸表規則により作成
しております。 

（固定資産の減損に係る会計基
準） 

当連結会計年度から「固定資産
の減損に係る会計基準」（「固
定資産の減損に係る会計基準の
設定に関する意見書」（企業会
計審議会  平成 14 年８月９
日））及び「固定資産の減損に
係る会計基準の適用指針」（企
業会計基準委員会 平成15年10
月31日 企業会計基準適用指針
第６号）を適用しております。 
これによる損益に与える影響は
ありません。 
  
―――――――― 
  
  
  
  
  
  
  
  
  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

  
―――――――― 

（中間連結損益計算書） 
前中間連結会計期間まで営業外費用「その他」に
含めて表示していた「社債保証料」は、営業外費用
の総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。 
なお、前中間連結会計期間における「社債保証
料」の金額は3,926千円であります。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  
前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日現在) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日現在) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日現在) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

1,789,737千円 

 ２ 受取手形割引高 

6,849千円 

  

※３ このうち担保に供されている

資産及び担保付債務は以下の

とおりであります。 

担保資産 

   

担保付債務 

   

  上記担保付債務の内56,200

千円（短期借入金11,424千

円、長期借入金44,776千円）

については、取締役社長のほ

か取締役２名が債務保証を行

っております。なお、当社及

び連結子会社は当該債務保証

について、保証料の支払い及

び担保の提供は行っておりま

せん。 

  

※４ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動資産

の「その他」に含めて表示し

ております。 

  

※５  

―――――― 

建物 264,603千円

土地 805,788 

合計 1,070,391 

短期借入金 352,464千円

長期借入金 315,576 

合計 668,040 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

1,771,084千円 

 ２ 受取手形割引高 

－千円 

  

※３ このうち担保に供されている

資産及び担保付債務は以下の

とおりであります。 

担保資産 

   

担保付債務 

   

  上記担保付債務の内44,776 

 千円（短期借入金11,424千

円、長期借入金33,352千円）

については、取締役社長のほ

か取締役２名が債務保証を行

っております。なお、当社及

び連結子会社は当該債務保証

について、保証料の支払い及

び担保の提供は行っておりま

せん。 

  

※４ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負債

の「その他」に含めて表示し

ております。 

  

※５ 中間連結会計期間末日満期手

形 

中間連結会計期間末日満期

手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理

しております。なお、当中間

連結会計期間の末日は金融機

関の休日であったため、次の

中間連結会計期間末日満期手

形が中間連結期末残高に含ま

れております。 

   受取手形    14,027千円 

   支払手形    53,420 

建物 282,012千円

土地 805,788 

合計 1,087,800 

短期借入金 73,024千円

長期借入金 315,802 

合計 388,826 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

 1,750,345千円 

 ２ 受取手形割引高 

－千円 

  

※３ このうち担保に供されている

資産及び担保付債務は以下の

とおりであります。 

担保資産 

  

 担保付債務 

  

上記担保付債務の内50,488 

  千円（短期借入金11,424千

円、長期借入金39,064千円）

については、取締役社長のほ

か取締役２名が債務保証を行

っております。なお、当社は

当該債務保証について、保証

料の支払い及び担保の提供は

行っておりません。 

  

※４  

―――――― 

  

  

  

※５  

    ―――――― 

建物 265,177千円

土地 805,788 

合計 1,070,965 

短期借入金 191,904千円

長期借入金 363,264 

合計 555,168 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は以下のとおり

であります。 

  

※２ ―――――― 

製品保証 
引当金繰入額 

8,000千円

給与手当 103,085 

賞与引当金 
繰入額 

14,719 

退職給付費用 4,629 

販売手数料 36,857 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は以下のとおり

であります。 

  

※２ ―――――― 

製品保証
引当金繰入
額 

9,000千円  

給与手当 110,414   

賞与引当金
繰入額 

15,652   

販売手数料 23,862   

      

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は以下のとおり

であります。 

  

  

※２ 固定資産除却損の内訳 

製品保証 
引当金繰入額 

9,000千円 

給与手当 213,367 

賞与引当金 
繰入額 

17,415 

販売手数料 69,313 

建物 141千円 

車両運搬具 66 

工具器具備
品 

3,042 

合計 3,250千円 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  700株 

  
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  
  

４ 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 13,751,152   ― ― 13,751,152 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 2,211  700 ― 2,911 



 (中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に記載され

ている科目の金額の関係は以下のと

おりであります。 

現金及び預金勘定 927,665千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 

△47,016 

現金及び 
現金同等物 

880,648 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に記載され

ている科目の金額の関係は以下のと

おりであります。 

現金及び預金勘定 725,309千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 

△91,606 

現金及び 
現金同等物 

633,702 

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に記載されている科

目の金額の関係は以下のとおりであ

ります。 

現金及び預金勘定 727,402千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 

△49,418 

現金及び
現金同等物 

677,984 



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

   なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法によっております。 

  

  

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間 
期末残高

相当額 
(千円) 

有形固定 
資産その 
他(工具器 
具備品) 

17,106 8,229 8,876

合計 17,106 8,229 8,876

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

同左 

  

  

  

  

  
取得価額

相当額 
(千円) 

減価償却

累計額 
相当額 
(千円) 

中間

期末残高

相当額 
(千円) 

有形固定 
資産その 
他(工具器 
具備品) 

17,106 11,650 5,455

無形固定 
資産(ソフ

トウェア) 
9,530 953 8,577

合計 26,636 12,603 14,032

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

   なお、取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

によっております。 

  

  

  
取得価額

相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

有形固定
資産その 
他(工具器
具備品) 

17,106 9,940 7,165

合計 17,106 9,940 7,165

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

   なお、未経過リース料中間期

末残高相当額の算定は、未経過

リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込

み法によっております。 

１年内 3,421 千円

１年超 5,455  

合計 8,876  

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

   同左 

  

  

  

  

  

１年内 4,506 千円

１年超 9,525  

合計 14,032  

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

   なお、未経過リース料期末残

高相当額の算定は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法によって

おります。 

１年内 3,048 千円

１年超 4,117  

合計 7,165  

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 1,710千円

減価償却費 
相当額 

1,710 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 2,663千円

減価償却費
相当額 

2,663 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 3,421千円

減価償却費
相当額 

3,421 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末 (平成17年９月30日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

種類 
取得原価
(千円) 

中間連結貸借
対照表計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

① 株式 55,018 92,038 37,020 

② 債券 ― ― ― 

③ その他 9,290 10,505 1,214 

計 64,309 102,544 38,235 

種類 
中間連結貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券   

非上場株式 0 



当中間連結会計期間末 (平成18年９月30日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

種類 
取得原価
(千円) 

中間連結貸借
対照表計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

① 株式 55,840 88,625 32,784 

② 債券 ― ― ― 

③ その他 11,158 13,116 1,957 

計 66,999 101,742 34,742 

種類 
中間連結貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券   

非上場株式 50,000 



前連結会計年度末 (平成18年３月31日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

  

種類 
取得原価
(千円) 

連結貸借対照表
計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

① 株式 54,636 113,186 58,549 

② 債券 ― ― ― 

③ その他 10,190 12,319 2,128 

計 64,826 125,505 60,678 

種類 
連結貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券   

非上場株式 50,000 



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除

いております。 

  

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除

いております。 

  

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除

いております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

前へ     



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  

  

  
計測関連事業 
(千円) 

システム
関連事業 
(千円) 

計
(千円) 

消去又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高           

(1) 外部顧客に対する売上高 556,755 323,346 880,102 ― 880,102 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ―

計 556,755 323,346 880,102 ― 880,102 

営業費用 487,868 325,510 813,378 125,740 939,119 

営業利益又は営業損失
（△） 

68,886 △2,163 66,723 (125,740) △59,017

  
計測関連事業 
(千円) 

システム
関連事業 
(千円) 

計
(千円) 

消去又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高           

(1) 外部顧客に対する売上高 809,646 641,735 1,451,382 ― 1,451,382 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ―

計 809,646 641,735 1,451,382 ― 1,451,382 

営業費用 618,191 621,902 1,240,093 141,536 1,381,630 

営業利益 191,455 19,833 211,288 (141,536) 69,751



前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 計測関連事業…………各種テストシステム、FPD画質検査装置、デバイスプログラマ 

(2) システム関連事業……タッチデータ、コンピュータグラフィック、保守・サービス 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間125百万円、当中間連結

会計期間141百万円、前連結会計年度260百万円であります。その主なものは、親会社本社の総務部門および経理部門等管

理部門に係る費用であります。 

  

  
計測関連事業 
(千円) 

システム
関連事業 
(千円) 

計
(千円) 

消去又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高           

(1) 外部顧客に対する売上高 1,313,399 724,458 2,037,858 ― 2,037,858 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ―

計 1,313,399 724,458 2,037,858 ― 2,037,858 

営業費用 1,048,631 723,626 1,772,258 260,839 2,033,097 

営業利益 264,768 831 265,600 (260,839) 4,760



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

（注）１ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1)アジア地域・・・・・・韓国、中国、フィリピン他 

(2)その他の地域・・・・・欧州地域、北米地域、オセアニア地域 

３ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

（注）１ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1)アジア地域・・・・・・韓国、中国、フィリピン他 

(2)その他の地域・・・・・欧州地域、北米地域、オセアニア地域 

３ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

（注）１ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1)アジア地域・・・・・・韓国、中国、フィリピン他 

(2)その他の地域・・・・・欧州地域、北米地域、オセアニア地域 

３ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  アジア地域 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 220,864 14,009 234,873 

Ⅱ 連結売上高（千円） ― ― 880,102 

連結売上高に占める 
Ⅲ 
海外売上高の割合（％） 

25.1 1.6 26.7 

  アジア地域 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 392,974 19,081 412,056 

Ⅱ 連結売上高（千円） ― ― 1,451,382 

連結売上高に占める 
Ⅲ 
海外売上高の割合（％） 

27.1 1.3 28.4 

  アジア地域 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 598,982 39,801 638,783 

Ⅱ 連結売上高（千円） ― ― 2,037,858 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合（％） 

29.4 2.0 31.3 



(１株当たり情報) 

  

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

  

  

２ １株当たり中間純利益金額又は中間（当期）純損失金額 

  

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  
１株当たり純資産額 110円92銭

  
１株当たり純資産額 98円81銭 １株当たり純資産額 97円66銭

１株当たり中間純損失 8円73銭 １株当たり中間純利益 2円73銭 １株当たり当期純損失 23円55銭

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失であり潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株当

たり当期純損失であり潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

  前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日) 
当中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末

(平成18年３月31日) 

中間連結貸借対照表の純資産の部合計額(千円) ― 1,358,428 ― 

普通株式に係る純資産額（千円） ― 1,358,428 ― 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数（株） ― 13,748,241 ― 

  前中間連結会計期間

(自平成17年４月１日 
至平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自平成18年４月１日 
至平成18年９月30日) 

前連結会計年度

(自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日) 

中間純利益又は中間(当期)純損失(△)（千円） △96,794 37,509 △292,420 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― ― 

普通株式に係る中間純利益又は中間(当期)純損失(△)(千円) △96,794 37,509 △292,420 

普通株式の期中平均株式数（株） 11,089,169 13,748,562 12,415,411 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日現在) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日現在) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日現在) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

１ 現金及び預金     796,011   604,477    610,557  

２ 受取手形 ※５   80,055   132,078    78,751  

３ 売掛金     591,305   737,510    498,480  

４ たな卸資産     629,706   559,034    514,897  

５ 未収入金     12,656   10,790    29,580  

６ その他 ※４   10,366   13,185    15,425  

貸倒引当金     △450   △780    △480  

流動資産合計     2,119,651 59.3  2,056,297 58.8   1,747,213 54.2

Ⅱ 固定資産                

１ 有形固定資産 ※１              

(1) 建物 ※２   264,603 282,012   265,177 

(2) 土地 ※２   805,788   805,788    805,788  

(3) その他     41,722   60,718    79,118  

有形固定資産合計     1,112,113 31.1  1,148,518 32.8   1,150,083 35.7

２ 無形固定資産     3,387 0.1  3,783 0.1   3,959 0.1

３ 投資その他の資産                

(1) 投資有価証券     102,544   151,742    175,505  

(2) 関係会社株式     ―   84,000    84,000  

(3) 関係会社長期 
  貸付金    472,150 17,630   18,890 

(4) 破産更生債権等     ―   52,214    52,200  

(5) その他     37,343   30,311    33,918  

 貸倒引当金     △269,833   △45,620    △43,620  

投資その他の資産 
合計    342,203 9.5 290,277 8.3   320,894 10.0

固定資産合計     1,457,704 40.7  1,442,579 41.2   1,474,937 45.8

資産合計     3,577,356 100.0  3,498,877 100.0   3,222,151 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日現在) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日現在) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日現在) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

１ 支払手形 ※５   276,940   439,894    294,542  

２ 買掛金     143,947   191,612    119,770  

３ 短期借入金 ※２   352,464   73,024    191,904  

４ 一年以内償還予定の
社債    40,000 60,000   40,000 

５ 未払法人税等     5,544   6,065    9,486  

６ 賞与引当金     29,000   30,000    27,000  

７ 製品保証引当金     8,000   9,000    9,000  

８ その他     41,528   53,190    40,999  

流動負債合計     897,424 25.1  862,786 24.7   732,703 22.8

Ⅱ 固定負債                

１ 社債     630,000   770,000    610,000  

２ 長期借入金 ※２   315,576   315,802    363,264  

３ 退職給付引当金     24,284   31,725    31,142  

４ 繰延税金負債     15,523   20,392    24,635  

５ 再評価に係る繰延 
税金負債    125,206 125,206   125,206 

固定負債合計     1,110,590 31.0  1,263,126 36.1   1,154,248 35.8

負債合計     2,008,015 56.1  2,125,913 60.8   1,886,951 58.6

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     1,245,708 34.8  ― ―   1,245,708 38.7

Ⅱ 資本剰余金                

資本準備金   464,586    ―   464,586    

資本剰余金合計     464,586 13.0  ― ―   464,586 14.4

Ⅲ 利益剰余金                

中間(当期)未処理損
失   215,836   ― 463,309     

利益剰余金合計     △215,836 △6.0  ― ―   △463,309 △14.4

Ⅳ 土地再評価差額金     52,473 1.5  ― ―   52,473 1.6

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金    22,711 0.6 ― ―   36,042 1.1

Ⅵ  自己株式     △302 △0.0  ― ―   △302 △0.0

資本合計     1,569,340 43.9  ― ―   1,335,199 41.4

負債・資本合計     3,577,356 100.0  ― ―   3,222,151 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日現在) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日現在) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日現在) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(純資産の部)                

Ⅰ 株主資本                

１ 資本金     ― ―  1,245,708 35.6   ― ―

２ 資本剰余金                

(1) 資本準備金     ― ―  1,277 0.0   ― ―

資本剰余金合計     ― ―  1,277 0.0   ― ―

３ 利益剰余金                

(1) その他利益剰余金                

繰越利益剰余金     ― ―  59,592 1.7   ― ―

利益剰余金合計     ― ―  59,592 1.7   ― ―

４ 自己株式     ― ―  △437 △0.0   ― ―

株主資本合計     ― ―  1,306,140 37.3   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等                

１ その他有価証券 
  評価差額金    ― ― 14,350 0.4   ― ―

２ 土地再評価差額金     ― ―  52,473 1.5   ― ―

評価・換算差額等 
合計    ― ― 66,823 1.9   ― ―

純資産合計     ― ―  1,372,963 39.2   ― ―

負債・純資産合計     ― ―  3,498,877 100.0   ― ―

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     824,721 100.0  1,397,962 100.0   1,863,341 100.0

Ⅱ 売上原価     585,102 70.9  1,049,003 75.0   1,319,821 70.8

売上総利益     239,618 29.1  348,959 25.0   543,519 29.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費     259,389 31.5  259,568 18.6   516,364 27.7

営業利益又は営業損
失(△)    △19,770 △2.4 89,390 6.4   27,155 1.5

Ⅳ 営業外収益 ※１   7,563 0.9  9,068 0.6   14,472 0.8

Ⅴ 営業外費用 ※２   41,878 5.1  25,844 1.8   60,622 3.3

経常利益又は経常損
失(△)    △54,085 △6.6 72,614 5.2   △18,994 △1.0

Ⅵ 特別利益     2,690 0.3  － －   3,986 0.2

Ⅶ 特別損失 ※３   44,000 5.3  10,100 0.7   324,960 17.4

税引前中間純利益又
は税引前中間(当期)
純損失(△) 

   △95,395 △11.6 62,514 4.5   △339,967 △18.2

法人税、住民税 
及び事業税    2,900 0.3 2,922 0.2   5,800 0.4

中間純利益又は中間
(当期)純損失(△)    △98,295 △11.9 59,592 4.3   △345,767 △18.6

前期繰越損失     117,541   －    117,541  

中間(当期)未処理損
失    215,836 －   463,309 

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  

  

株主資本  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 

繰越 

利益剰余金 

平成18年３月31日残高(千円) 1,245,708 464,586 △463,309 △302 1,246,683 

中間会計期間中の変動額     
      

 欠損填補   △463,309 463,309   ― 

 中間純利益     59,592   59,592 

 自己株式の取得       △135 △135 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）         ― 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) ― △463,309 522,901 △135 59,456 

平成18年９月30日残高(千円) 1,245,708 1,277 59,592 △437 1,306,140 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) 36,042 52,473 88,516 1,335,199 

中間会計期間中の変動額         

 中間純利益       59,592 

 自己株式の取得       △135 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △21,692 ― △21,692 △21,692 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) △21,692 ― △21,692 37,764 

平成18年９月30日残高(千円) 14,350 52,473 66,823 1,372,963 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は総

平均法により算定) 

時価のないもの 

総平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

①子会社株式 

 総平均法による原価法 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

総平均法により算定) 

時価のないもの 

  総平均法による原価法 

  

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は総平均

法により算定) 

時価のないもの 

総平均法による原価法 

 (2) たな卸資産 

製品・仕掛品 

個別法による原価法 

原材料 

移動平均法による原価法 

貯蔵品 

最終仕入原価法による原

価法 

 (2) たな卸資産 

製品・仕掛品 

同左 

原材料 

同左 

貯蔵品 

同左 

  

 (2) たな卸資産 

製品・仕掛品 

同左 

原材料 

同左 

貯蔵品 

同左 

  

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

定率法 

 なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

  

  

  

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

  

 (2) 無形固定資産 

定額法 

 ただし、ソフトウェア(自

社利用分)については、社内

における利用可能期間(５

年)に基づく定額法 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

同左 

  

３ 繰延資産の処理方法 

  社債発行費及び新株発行費

は、支出時に全額費用として

処理しております。 

３ 繰延資産の処理方法 

  社債発行費は、支出時に全額

費用として処理しておりま

す。 

３ 繰延資産の処理方法 

社債発行費及び新株発行費

は、支出時に全額費用として

処理しております。 



  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

  

  

  

  

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

  

 (2) 賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えるた

め、実支給見込額を計上してお

ります。 

 (2) 賞与引当金 

同左 

  

 (2) 賞与引当金 

同左 

  

 (3) 製品保証引当金 

 製品のアフターサービス費用

に備えるため、過去の実績額を

基準として所要見込額を計上し

ております。 

 (3) 製品保証引当金 

同左 

  

  

 (3) 製品保証引当金 

同左 

  

 (4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における

退職給付債務から中小企業退職

金共済制度における給付相当額

を控除した額を計上しておりま

す。 

 (4) 退職給付引当金 

     同左 

 (4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務から中小企業退職金共

済制度における給付相当額を控

除した額を計上しております。 

５ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

  

５ リース取引の処理方法 

同左 

  

６ ヘッジ会計の処理方法 

 (イ)ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしております

ので、特例処理を採用しており

ます。 

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 金利スワップ 

（ヘッジ対象） 借入金の利息 

(ハ)ヘッジ方針 

 金利関連デリバティブ取引は借

入金利をヘッジし将来の支払利

息を確定させるための取引であ

り、実質的に固定金利建借入金

と同じ効果を得る目的でのみ行

っております。 

 (ニ)ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしております

ので、有効性の評価を省略して

おります。 

６ ヘッジ会計の処理方法 

 同左 

  

  

  

６ ヘッジ会計の処理方法 

同左 

  



  

  

会計処理の変更 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

７ その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっておりま

す。 

７ その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理方法 

同左 

  

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理方法 

同左 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準）

当中間会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用して

おります。 

これによる損益に与える影響は

ありません。 

  
  
―――――――― 

  

  

  

  

  
―――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等） 
当中間会計期間から「貸借対照
表の純資産の部の表示に関する会
計基準」（企業会計基準委員会
平成17年12月９日 企業会計基準
第５号）及び「貸借対照表の純資
産の部の表示に関する会計基準等
の適用指針」（企業会計基準委員
会 平成17年12月９日 企業会計
基準適用指針第８号）を適用して
おります。 
これによる損益に与える影響は
ありません。 
従来の「資本の部」の合計に相

当する金額は1,372,963千円であり
ます。 
中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間

財務諸表は、改正後の中間財務諸

表等規則により作成しておりま

す。 

（固定資産の減損に係る会計基

準） 

当事業年度から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会 平

成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を適用しておりま

す。 

これによる損益に与える影響は

ありません。 

  
  
―――――――― 

  

  

  

  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  
  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額 

1,595,686千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

1,567,979千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額 

 1,552,739千円 

※２ 担保提供資産 

 このうち担保に供されている資

産及び担保付債務は以下のとおり

であります。 

担保資産 

  担保付債務 

  

上記担保付債務の内56,200千円

(短期借入金11,424千円、長期借入

金44,776千円)については、取締役

社長のほか取締役２名が債務保証

を行っております。なお、当社は

当該債務保証について、保証料の

支払い及び担保の提供は行ってお

りません。 

建物 264,603千円

土地 805,788  

合計 1,070,391  

短期借入金 352,464千円

長期借入金 315,576  

合計 668,040  

※２ 担保提供資産 

 このうち担保に供されている資産

及び担保付債務は以下のとおりであ

ります。 

担保資産 

  担保付債務 

  

上記担保付債務の内44,776千円

(短期借入金11,424千円、長期借入

金33,352千円)については、取締役

社長のほか取締役２名が債務保証を

行っております。なお、当社は当該

債務保証について、保証料の支払い

及び担保の提供は行っておりませ

ん。 

建物 282,012千円

土地 805,788  

合計 1,087,800  

短期借入金 73,024千円

長期借入金 315,802  

合計 388,826  

※２ 担保提供資産 

 このうち担保に供されている資

産及び担保付債務は以下のとおり

であります。 

担保資産 

  担保付債務 

              

上記担保付債務の内50,488千円

(短期借入金11,424千円、長期借入

金39,064千円)については、取締役

社長のほか取締役２名が債務保証

を行っております。なお、当社は

当該債務保証について、保証料の

支払い及び担保の提供は行ってお

りません。 

建物 265,177千円

土地 805,788  

合計 1,070,965  

短期借入金 191,904千円

長期借入金 363,264  

合計 555,168  

３ 偶発債務 
手形割引に対する保証債務 
高崎アトム工業株式会社  

 6,849千円 
  

３   ――――――
  

３   ―――――― 
  

  

※４ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動資産の「その他」

に含めて表示しております。 

※４ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動資産の「その他」 

に含めて表示しております。 

※４    ―――――― 

  

※５   ――――――      ※５ 中間期末日満期手形 

  中間期末日満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決済

処理しております。なお、当中

間会計期間の末日は金融機関の

休日であったため、次の中間期

末日満期手形が中間期末残高に

含まれております。 

  受取手形    14,027千

円 

 支払手形    46,062 

 ※５    ―――――― 

  



(中間損益計算書関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 1,269千円

受取賃貸料 3,725 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 419千円

受取賃貸料 4,392 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 2,334千円 

受取賃貸料 8,258 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 14,840千円

手形売却損 570 

社債発行費償却 6,740 

新株発行費償却 15,262 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 12,123千円

手形売却損 803 

社債発行費償却 5,202 

社債保証料 5,308 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 27,611千円

手形売却損 1,342 

社債発行費償却 6,740 

新株発行費償却 15,262 

社債保証料 9,172 

※３ 特別損失のうち主要なもの 

関係会社であるタスクネッ
ト株式会社に対する債権につ
いて計上したものでありま
す。 

貸倒引当金 
繰入額 

44,000千円

※３ 特別損失のうち主要なもの 

役員退職慰労金 10,100千円

※３ 特別損失のうち主要なもの 

たな卸資産評価

損 
139,109千円

貸倒引当金

繰入額 
43,600千円

関係会社株式評

価損 
139,000千円

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 13,591千円

無形固定資産 234 

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 18,072千円

無形固定資産 175 

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 28,800千円

無形固定資産 431 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加      700株 

   

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 2,211 700 ― 2,911 



(リース取引関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

   なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法によっております。 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間 
期末残高

相当額 
(千円) 

有形固定 
資産その 
他(工具器 
具備品) 

17,106 8,229 8,876

合計 17,106 8,229 8,876

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

同左 

  

  
取得価額

相当額 
(千円) 

減価償却

累計額 
相当額 
(千円) 

中間

期末残高

相当額 
(千円) 

有形固定 
資産その 
他(工具器 
具備品) 

17,106 11,650 5,455

無形固定 
資産(ソフ

トウェア) 
9,530 953 8,577

合計 26,636 12,603 14,032

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

   なお、取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

によっております。 

  
取得価額

相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

有形固定
資産その 
他(工具器
具備品) 

17,106 9,940 7,165

合計 17,106 9,940 7,165

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

   なお、未経過リース料中間期

末残高相当額の算定は、未経過

リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込

み法によっております。 

１年内 3,421 千円

１年超 5,455  

合計 8,876  

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

同左 

  

  

１年内 4,506 千円

１年超 9,525  

合計 14,032  

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

   なお、未経過リース料期末残

高相当額の算定は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法によって

おります。 

１年内 3,048 千円

１年超 4,117  

合計 7,165  

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 1,710 千円

減価償却費 

相当額 
1,710  

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 2,663 千円

減価償却費 

相当額 
2,663  

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 3,421 千円

減価償却費 

相当額 
3,421  

４ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日現在) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日現在) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度末(平成18年３月31日現在) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

  

(注) 算定上の基礎 

  

１ １株当たり純資産額 

  

  

２ １株当たり中間純利益金額又は中間（当期）純損失金額 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 114円14銭 １株当たり純資産額 99円86銭 １株当たり純資産額 97円11銭

１株当たり中間純損失 8円86銭 １株当たり中間純利益 4円33銭 １株当たり当期純損失 27円85銭

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失であり潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株当

たり当期純損失であり潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

  前中間会計期間末

(平成17年９月30日) 
当中間計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度末

(平成18年３月31日) 

中間貸借対照表の純資産の部合計額(千円) ― 1,372,963 ― 

普通株式に係る純資産額（千円） ― 1,372,963 ― 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数（株） ― 13,748,241 ― 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

中間純利益 
又は中間(当期)純損失(△)（千円） 

△98,295 59,592 △345,767 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― ― 

普通株式に係る中間純利益 
又は中間(当期)純損失(△)（千円） 

△98,295 59,592 △345,767 

普通株式の期中平均株式数（株） 11,089,169 13,748,562 12,415,411 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

（1） 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第50期) 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

  
平成18年６月30日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



  

独立監査人の中間監査報告書 

  
平成17年12月16日

ミナトエレクトロニクス 株式会社 

取 締 役 会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているミナトエレクトロ

ニクス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連

結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、ミナトエレクトロニクス株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計

期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以  上

  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  丸  山  邦  彦  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  山  口  直  志  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保

管しております。 



  

独立監査人の中間監査報告書 

  
平成18年12月18日

ミナトエレクトロニクス 株式会社 

取 締 役 会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているミナトエレクトロ

ニクス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及

び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、ミナトエレクトロニクス株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計

期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以  上

  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  丸  山  邦  彦  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  山  口  直  志  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保

管しております。 



  

独立監査人の中間監査報告書 

  
平成17年12月16日

ミナトエレクトロニクス 株式会社 

取 締 役 会 御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているミナトエレクトロ

ニクス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第50期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９

月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、ミナト

エレクトロニクス株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  丸  山  邦  彦  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  山  口  直  志  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保

管しております。 



  

独立監査人の中間監査報告書 

  
平成18年12月18日

ミナトエレクトロニクス 株式会社 

取 締 役 会 御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているミナトエレクトロ

ニクス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第51期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９

月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を

行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、ミナト

エレクトロニクス株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  丸  山  邦  彦  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  山  口  直  志  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保

管しております。 
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